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独立行政法人情報処理推進機構第三期中期目標 
 
（前文） 
 
１．更なる情報化社会を迎えた経済社会の認識 
（１）経済社会と情報技術 
１）第二期中期目標策定時の認識 

第二期中期目標の「本格的情報化社会を迎えた経済社会の認識」として以下のような

事項が掲げられている。今般、第三期中期目標期間を迎えるに当たっても、これらの状

況認識は引き続き有効であると考えられる。 
①情報化社会の本格的到来 

技術革新とブロードバンドの浸透、あらゆる社会システムや製品群がソフトウェアに

大きく依存し、ソフトウェアが大規模・複雑化。ソフトウェアに対する高い信頼性を迅速

に満たすため、その生産性と信頼性の向上が不可欠になっている。 
②一般利用者の保護とＩＴリテラシーの向上 

機器やサービスの利用者が個人レベルにまで拡大し、情報処理システム・ソフトウェ

アの不具合による事故やセキュリティの打撃がこれら個人にも影響を与えるに至る。

組織・個人の全ての者に十分なＩＴリテラシーの普及・啓発が必要となっている。 
③利用者主導の時代 

ＩＴで何を求めるのか、どう使いこなすのかを主張する利用者が情報化を主導する時

代。供給者と利用者が渾然一体となって新たな経済社会システムを創出。中小企業

や地域にある事業者に至るまでＩＴリテラシーを持つ人材を確保することが必要。 
④不可逆のグローバル化進展への認識 

情報化の進展は、人間の活動の物理的制約を低減させ、国境の役割を変える。新

興国のＩＴ事業者の本格的グローバル展開が進む中で、アジアにおけるＩＴ供給の品

質や人材の強化に我が国が積極的にリーダーシップをとることが重要。 
⑤社会基盤：情報量の爆発的増大とコモディティの時代 

ＩＴインフラの普及に伴い、消費者からの情報発信や情報流通量の爆発的増大がコ

スト低下とともに進みつつある。 
 
２）情報処理システム・ソフトウェアの特徴 

情報処理システム・ソフトウェア産業は、以下のような特徴を有すると指摘されている。

ソフトウェアが複雑化・膨大化する現在において、これらの特徴は引き続き対応すべき

課題であるといえる。 
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＜ソフトウェアを含む情報処理システムの特徴＞ 
ⅰ）ソフトウェアは目に見えず、プロジェクトの状況も目に見えない。 
ⅱ）情報システムを構築する作業は、世の中の社会システム、ビジネスモデル等を人の思考を介し

て論理的に計算機の中に造り、シミュレーションすることであるので、世の中の複雑さと同じだけ、

情報システムは複雑となる。 
ⅲ）人の知的創作物であるので、作成関係者の能力の影響が大きい（１０倍～２０倍ともいわれ

る。） 
ⅳ）事後的な変更が容易であると誤解されやすい。 
ⅴ）人と人との関わりが大きく、コミュニケーション上の問題が多い。 
ⅵ）特に組込みソフトウェアに関しては、後で発見されたシステム・ハードウェアの問題をソフトウェア

で解決することが求められることが多い。 
（情報経済・産業ビジョン（平成１７年産業構造審議会情報経済分科会）） 

 
情報処理システム・ソフトウェアが複雑化・膨大化する一方でこれらの構築は、過去に

おいても現在においても、他の製造業と比較して、その構築を行う人材の力量によると

ころが大きい。 
すなわち、情報処理システム・ソフトウェアの信頼性の確保には、効率的・効果的なソ

フトウェア開発手法・プロセスの深化・普及に加え、これらを構築する人材の持続的な知

識・スキルの研鑽、そのような人材の持続的な供給が、ソフトウェアが複雑化・膨大化す

る現在において、依然として重要である。 
 
３）今般第三期を迎えるに当たっての認識 

第二期中期目標策定後、５年間が経過したが、近年、経済社会と情報技術の関わりに

ついて、以下のような状況が進展している。 
①技術革新・情報利活用の高度化等に起因するシステムの影響増大 
ハードの技術革新とネットワークの高速化、モバイル端末の普及等により、クラウド

コンピューティングが進展し、大規模なデータを利活用できる基盤が整備されたことに

加え、Ｈａｄｏｏｐに代表されるビッグデータ処理技術、様々な場面から情報を集めるセ

ンサー技術の発展により現実社会における様々な情報がデジタル化され、分析が可

能になりつつある。 
これらの状況を踏まえ、これまでの「効率性」を求める情報技術の利活用だけでなく、

「新たな付加価値」を求める動きが活発化している。経済社会において扱うべきデー

タ量が増え、農業やエネルギー等においても情報技術の利活用が進展している。ま

た、組込みソフトウェアについても、ハードが高性能化する中で、その規模は複雑化・

大規模化するとともに、情報システムと組込みシステムが連携した新たなシステム構

築の動きも進展している。更に公共インフラのメンテナンスの強化においても、データ

の利活用により安全性の向上と限られた資源の有効活用に貢献すると考えられてお

り、データの利活用は国力に直結するものとなりつつある。 
この結果、複雑化・大規模化する組込みソフトウェアや大規模データの処理基盤とし

ての情報処理システムは一層重要になるとともに、情報処理システムの複雑化・大
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規模化が進んでいる。このため、国民生活や経済活動の基盤となっている情報処理

システムで一度システム障害等が発生した場合の影響範囲や深刻度も増大している。

このように日々膨大なデータが生み出され、処理されることが必要となる中で、利用

者視点に立ったこれら情報処理システムの信頼性の確保が一層重要となっている。 
 また、国民生活のあらゆる場面においても情報技術の利用が活発化しており、近

年、物流・エネルギー・金融・交通等の重要インフラ分野において社会基盤を支える

情報処理システムは、ますます複雑化・高度化している。第三期を迎えるにあたって、

ソフトウェアの不具合、機器の故障、人為ミス等に起因するシステム障害は、日常生

活や経済社会に対しての影響範囲や深刻度も増大しており、情報システム障害の発

生の対策の向上がより一層重要となってくると考えられる。 
 

②サイバー空間における脅威の増大 
技術の進展と利活用の高度化が進み、ＩＴが経済社会システムの基盤となっていく

一方で、サイバー攻撃等の脅威も増大しており、情報システムの脆弱性に起因する

経済社会リスクへの対応が国際社会において大きな課題となっている。 
近年の脅威の変化としては、まず、特定の組織を狙い、密かに潜入し、機密情報を

窃取する標的型攻撃の被害が顕在化する等、サイバー攻撃の手口の巧妙化、複雑

化が進んでいることが挙げられる。また、技術進展に伴う脅威対象の拡大も挙げられ

る。クラウドサービスやスマートデバイスの急速な普及は、ビジネススタイルやライフ

スタイルを一変させた一方で、プライバシー情報の大量流出等の事件・事故も発生し

ている。さらに、脅威対象は、インフラなどの制御システムや組込みソフトウェアを含

めたＩＴ機器・デバイス等にまで広がっており、今後、さらに、社会全体のスマートコミュ

ニティ化が進む中で、それらの分野における脅威への対応は大きな課題となってくる

と考えられる。 
こうした背景を踏まえつつ、今後、より一層、サイバー空間の安全確保のため、国際

的な連携、そして、政府、企業、国民という主体を越えた連携により、情報セキュリテ

ィの向上を図っていくことが重要となってくると考えられる。 
 
 
（２）情報政策とＩＰＡについて 
１）情報政策の流れ 

我が国のソフトウェア政策は、ハードの附属物としての位置づけだった時代から、ソフ

トウェアの市場を作るために、旧情報処理振興事業協会による資金の供給（ソフトウェ

アの委託開発・債務保証）や、情報処理技術者試験による人材の見える化・育成といっ

た政策を中心に実施してきた。また、利用範囲を広げるという観点で、医療や教育、中

小企業のＩＴ化、情報システムの適正な政府調達の推進といった分野へ政策を展開して

きた。  
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平成１３年以降は、ＩＴ戦略本部を中心にＩＣＴインフラの整備と、医療・教育・電子政府と

いった分野でのＩＴの利活用を中心に政府全体で取り組んでいる。経済産業省では、技

術開発や市場環境整備によるベンダーの競争力強化、中小企業や医療分野など、各

産業におけるＩＴの利活用の推進を中心に政策を実施してきた。また、ソフトウェアエンジ

ニアリングやセキュリティ対策にも取り組んでいる。 
近年は、ＩＴによる業務の効率化のみならず、ＩＴによる付加価値の増大を支援する観点

から、検索技術の強化、農業、医療、都市交通、エネルギー等のあらゆる分野における

ＩＴの利活用（ＩＴ融合）といった取組が中心となっている。また、複雑化する組込みソフト

ウェアについて、自動車用の標準となる基盤向けソフトウェアの開発や、「中小ものづく

り高度化法」に基づき、中小の組込みソフトウェアベンダーの支援なども行っている。 
また、平成２４年には、政府ＣＩＯが設置され、電子政府の高度化による政府データの

オープン化や、政府情報システムの調達や保守運用の合理化に向けた展開も加速して

いる。また、公共データの二次利用の活用による経済活性化等を推進する「電子行政

オープンデータ戦略」が策定され、具体的な取組が始まっている。 
 
２）ＩＰＡの役割と成果 

ＩＰＡは経済産業省（旧通商産業省）の政策実施機関として、独法化以前は、ソフトウェ

ア産業への資金供給を中心に事業を行うとともに、１９９０年代からは、ウイルス・不正

アクセス情報・脆弱性に関する情報の収集と調査分析を実施し評価を得てきた。 
平成１６年の独法化以降は、ソフトウェアベンダーへの支援を行うだけでなく、複雑化・

膨大化するシステムを踏まえ、その開発の高度化や信頼性の確保を進めるためソフト

ウェア・エンジニアリング・センター（ＳＥＣ）を立ち上げてソフトウェアエンジニアリングに

関する調査、研究、展開を推進するとともに、年々増大するサイバー攻撃に対するセキ

ュリティの確保にも取り組んできた。 
さらに、情報処理技術者試験やスキル標準の整備、これらの一体的運用や、即戦力

人材を大学で育成する観点から産学連携の推進等を、経済産業省の政策の方向性を

踏まえて、実施してきた。 
（第一期の主な成果） 
○ソフトウェア開発支援制度を抜本的に見直し、より効果的な基盤支援事業にシフト 
○情報セキュリティに対する的確な対応や国際承認アレンジメント（ＣＣＲＡ）など評価・

認証の定着 
○ソフトウェアエンジニアリング分野における日本最大の産学官連携拠点の形成 
○ＩＴスキル標準の改訂やスーパークリエーターの発掘 等 

（第二期の主な成果） 
○サイバー情報共有イニシアティブ（Ｊ－ＣＳＩＰ）の発足 
○電子政府推奨暗号リストの改訂の推進 等 
○重要インフラの信頼性対策／組込みソフトウェア開発に関する信頼性向上指針等

の策定 
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○文字情報基盤の環境整備／政府調達に関する技術標準（ＴＲＭ）の整備 
○３スキル標準の整理統合による共通キャリア・スキルフレームワークの開発 
○未踏人材事業によるスーパークリエーターの認定 

 
２．ＩＰＡに求められる役割 

第一期の「情報処理の推進」から第二期における「情報社会システムの安寧と健全な

発展」を目指し、事業を実施してきたところである。今後は重要インフラをはじめ大規模な

データの利活用基盤としての情報システムの一層の複雑化・膨大化と、サイバー攻撃の

より一層の高度化を踏まえ、「利用者視点に立った情報社会システムの安全性・信頼性

の確保」を目指した幅広い施策の視点が引き続き強く求められる。 
すなわち、上記のような環境の変化を踏まえ、これまでの事業の蓄積を活かしながら、

「新たな情報通信技術戦略（平成２２年５月・ＩＴ戦略本部）」「同工程表（平成２４年７月）」

「ｉ－Ｊａｐａｎ戦略２０１５（平成２１年６月・ＩＴ戦略本部）」「情報経済革新戦略（平成２２年５

月・産業構造審議会情報経済分科会）」「融合新産業の創出に向けて（平成２３年５月・産

業構造審議会情報経済分科会）」「電子行政オープンデータ戦略（平成２４年７月・ＩＴ戦略

本部）」等を踏まえつつ、次期中期目標期間においては、膨大化・複雑化する情報社会シ

ステムを、利用者の視点から安全性・信頼性を確保するための施策の一端を担う政策実

施機関として、以下の２つを大きな旗印として、その取組を進めていくものとする。 
 
（１）社会基盤としてのＩＴの安全性・信頼性の向上 

○新たな脅威への迅速な対応等の情報セキュリティ対策の強化 
○社会全体を支える情報処理システムの信頼性向上に向けた取り組みの推進 
○公共データの利活用など政府方針に基づく電子行政システムの構築支援 
 

（２）高度なセキュリティの確保と次世代を切り開く高度ＩＴ人材 
○トップクラスの若手人材の発掘と育成 
○融合ＩＴ人材と情報セキュリティ人材に関するスキル標準整備 
 
なお、政策評価における指摘などを踏まえ、今後行う事業については、国として実施す

べき施策か否か、ＩＰＡの知見が最大限活かせるものか否かに留意する。 
事業実施に際しては、当該事業が社会にどのように裨益したかを測定する指標などを

設定するとともに、個々の事業については、その進捗や内容について不断の見直しを

行うものとし、事業の展望を明確に定め、可能な限り民間への移管等推進するものとす

る。 
 
３．平成２８年７月２９日における中期目標の変更について 

ＩＰＡの目的、業務の範囲等について定めた「情報処理の促進に関する法律（昭和四

十五年法律第九十号）」（以下、「情報処理促進法」）が、平成２８年４月１５日に改正され、
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ＩＰＡの業務に係る変更が行われたこと等を受け、第三期中期目標の変更を行うこととな

ったことから、同変更の背景、経緯等について、本項に記載する。 
平成２５年３月１日に定めた第三期中期目標の初版では、サイバー空間における脅威

の増大等の認識の下に、ＩＰＡに求められる役割を「社会基盤としてのＩＴの安全性・信頼

性の向上」「高度なセキュリティの確保と次世代を切り開く高度ＩＴ人材」と定め、ＩＰＡにお

いては、セキュリティ対策や、セキュリティ人材の育成に係る業務の強化をはかってきた

が、その間においても、サイバー攻撃の脅威は深刻化が進み、社会全体のサイバーセ

キュリティ対策の強化は、重要となっていった。こうした背景の中、平成２６年１１月には、

サイバーセキュリティ基本法が制定され、平成２７年１月には、同基本法の全面施行に

伴い、サイバーセキュリティ戦略本部及び本部事務局である内閣官房内閣サイバーセキ

ュリティセンター（以下、「ＮＩＳＣ」という）が、サイバーセキュリティに関する政策展開及び

事案対応の指令塔として発足した。こうしたことを受け、ＩＰＡにおいても、戦略本部の下

で、セキュリティの専門機関として所要の取組やＮＩＳＣへの協力を行ってきた。 
こうした中、平成２７年５月には、日本年金機構において、サイバー攻撃により個人情

報が外部に流出する事案が発生し、同事案を踏まえ、政府は、独立行政法人や、府省庁

と一体となり公的業務を行う特殊法人も含め、広く政府機関等における更なる対策の強

化が求められることとなった。さらに、あらゆる組織、ヒト、モノがつながっていくＩｏＴ化の進

展は、サイバー空間を更に拡大し、政府機関のみならず、民間事業者を含めた社会全体

のサイバーセキュリティ強化に向け、サイバー空間全体に係る人材の確保・育成や情報

共有などの基盤整備を政府機関が中心となって推進していくことが必要となった。かかる

状況を踏まえ、政府においては、平成２７年９月４日に新たなサイバーセキュリティ戦略を

閣議決定し、政府機関を守るための取組、国民・社会を守るための取組、人材の育成・

確保等の施策を戦略的に推進していくことを取りまとめた。 
その後、同戦略の施策を具体化するものとして、政府においては、「我が国のサイバー

セキュリティ推進体制の更なる機能強化に関する方針」（平成２８年１月２５日サイバーセ

キュリティ戦略本部決定）を策定し、ＮＩＳＣの行う監視業務の対象範囲について、独立行

政法人及びサイバーセキュリティ戦略本部が指定する特殊法人等（以下、「独法等」という）

まで拡大し、ＮＩＳＣの監督の下、ＩＰＡにおいて、その有する知見を活用して監視体制を構

築することが定められた。また、人材育成については、同戦略の施策を具体化するものと

して、「サイバーセキュリティ人材育成総合強化方針」（平成２８年３月３１日サイバーセキ

ュリティ戦略本部決定）を策定した。さらに、同戦略に基づく国としての取組を法的に措置

するため、平成２８年第１９０回国会に、「サイバーセキュリティ基本法及び情報処理の促

進に関する法律の一部を改正する法律案」の提出を行い、同法案は、４月１５日に成立し

た。改正法では、以下の事項が措置されている。 
○情報システムへの不正な活動に対する国による監視及び分析並びにサイバーセキュ

リティに関する演習及び訓練について、国の行政機関に加えて、独法等をその対象と

すること。 
○サイバーセキュリティ戦略本部の事務のうち、サイバーセキュリティに関する対策の
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基準の作成及び当該基準に基づく監査並びにサイバーセキュリティに関する重大な

事象に対する原因究明のための調査に関するもの等について、国の行政機関、独法

等を対象とすることとし、それらの事務の一部を、ＩＰＡに委託することができること。 
○情報処理安全確保支援士制度を創設し、事業者等のサイバーセキュリティの確保を

支援することを業とすることを規定するとともに、情報処理安全確保支援士試験及び

情報処理安全確保支援士の登録に関する規定等を整備すること。 
○この他、ＩＰＡが行うサイバーセキュリティに関する調査に係る公表の方法・手続等所

要の規定を整備すること。 
これらの政府決定や改正法の措置により、ＩＰＡにおいては、「独法等の情報システムに

対する不正な活動の監視、監査、原因究明調査に関する業務」及び「情報処理安全確保

支援士制度に関する業務」が追加されることとなり、また、脆弱性対策に係る業務のうち、

情報の公表に関して、法律に基づく方法・手続に則って実施されることとなった。 
以上の経緯を経て、同改正法の趣旨やサイバーセキュリティ戦略等の政府決定等を踏

まえ、本中期目標を変更することになったものである。 
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（本文） 
 
Ⅰ．中期目標の期間 
ＩＰＡの平成２５年度から始まる第三期における中期目標の期間は、５年（平成２５年４月

～平成３０年３月）とする。 
 
Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上 
１．社会基盤としてのＩＴの安全性・信頼性の向上 
１－１．新たな脅威への迅速な対応等の情報セキュリティ対策の強化 
（重要業務実績評価指標（ＫＰＩ）） 
○重要インフラ等に対するサイバー攻撃に関する情報共有の取組みについて、ＩＰＡが情

報を収集・提供する産業分野を深化・拡充する。（現状、重工・電力・ガス・石油・化学の

５分野） 
○ウイルス等のＩＰＡが収集・分析・提供・共有した情報等に関し、当該情報等が提供・共

有された企業・個人の、当該情報等に対する満足度の割合を８０％以上とする。 
○情報セキュリティに関する信頼できる情報源としてのＩＰＡに対する期待の割合を２５％

以上とする。（２０１１年：１９％、２０１２年：２０％） 
○標的型攻撃などサイバー攻撃の脅威への対応策に関するガイドライン等の IPAの成果

について、普及能力を倍増する。（現状、定期的周知４万社、普及活動に協力する IT コ

ーディネータ等２５０名） 
○情報処理促進法第４３条第３項の規定に基づく脆弱性情報等の公表に係る業務の実施

のために必要となる運用ガイドライン及び体制を、ステークホルダーとなる関係団体と

調整の上、改正情報処理促進法の施行後、遅滞なく、整備する。※１ 
○独法等の情報システムに対する不正な活動の監視、監査、原因究明調査を、ＮＩＳＣか

らの指示等に基づき、着実に実施する。※２ また、意欲的目標として、以下の２点を定め

る。 
 （１）セキュリティに係る他の業務との間でシナジーを発揮することによって、監視、監査、

原因究明調査業務に対する効果的な改善の提案を行う。※３ 
 （２）セキュリティに係る他の業務との間でシナジーを発揮することによって、人材育成、

製品・技術評価等において、価値の高い成果を得る。※４ 
 
（注）※１は有識者からの意見等に基づき評価。※２・※３は、ＮＩＳＣからの意見に基づき評価。※４は、ＮＩＳＣの協

力を得て、有識者からの意見等に基づき評価。 
 なお、個々の事業がどの程度貢献したのかを確認できる指標を、中期計画や年度計画

において定めるとともに、それら事業の評価に際して活用する。 
 
（１）サイバー攻撃等に関する情報の収集、分析、提供、共有 

１）標的型攻撃や新種のコンピュータウイルス等のサイバー攻撃に対する対策の実施 
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２）情報システムの脆弱性に対する適切な対策の実施（情報処理促進法第４３条第３項

の規定に基づく情報の公表に係るものを含む） 
３）重要インフラ分野や制御システム等の社会的に重要な情報システムに関する対策

支援 等 
 
（２）情報セキュリティ対策に関する普及啓発 

１）ＩＴを利用する企業や国民に向けた積極的なセキュリティ対策のための情報提供 
２）セキュリティ・プライバシーに関する状況の調査・分析と情報提供 
３）各国の情報セキュリティ機関との連携を通じた最新情報の交換等 等 
 

（３）国際標準に基づくＩＴ製品等のセキュリティ評価及び認証制度の実施 
１）ＩＴセキュリティ評価・認証制度の手続きの改善、評価人材の育成等 
２）情報セキュリティ対策の国際標準化や新たな手法の開発に係る国際貢献 
３）暗号モジュール試験及び認証制度（ＪＣＭＶＰ）に関する取組等 
４）政府調達等を行う機器のセキュリティ要件、認証製品の情報提供 等 

 
（４）暗号技術の調査・評価 

１）民間セクターにおける暗号利用システムの適切な活用や円滑な移行のための情報

提供 
２）最新技術動向の情報収集 等 

 
（５）制御システムの国際的な認証制度への取り組み 

１）制御システムのマネジメントシステム適合性評価スキームの確立に向けた取組 等 
 
（６）独法等の情報システムに対する不正な活動の監視、監査、原因究明調査 

１）ＮＩＳＣの指示に基づく、独法等の情報システムの監視の実施 
２）サイバーセキュリティ戦略本部からの委託に基づく、独法等の情報システムに対する

監査、原因究明調査の実施 
 
１－２．社会全体を支える情報処理システムの信頼性向上に向けた取り組みの推進 
（重要業務実績評価指標（ＫＰＩ）） 
○情報処理システムに係る障害情報について、電力・ガス等の主たる重要インフラ等の産

業分野から新たに情報を収集する。 
○情報処理システムの信頼性の向上に係る成果の有効性（役立ったと回答する者の割

合）を５０％以上とする。（２０１２年：４２％） 
○情報処理システムの信頼性の向上に係るガイドライン等のＩＰＡの成果について、企業

等への導入率を３５％以上へ高める。（２０１１年：３１％、２０１２年：３０％） 
 なお、個々の事業がどの程度貢献したのかを確認できる指標を、中期計画や年度計画
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において定めるとともに、それら事業の評価に際して活用する。 
 
（１）重要インフラ分野の情報処理システムに係る障害情報の収集・分析及び対策 

１）重要インフラシステム等の障害情報の収集・分析 
２）重要インフラシステム等障害の再発防止の導入促進や事例に対する対策支援 

 
（２）利用者視点でのソフトウェア信頼性の見える化の促進 

１）ソフトウェア品質説明力の強化の促進 
２）ソフトウェア信頼性の見える化促進のための環境整備 
 

（３）公共データの利活用など政府方針に基づく電子行政システムの構築支援 
１）電子行政システム間の効率的データ連携に必要な技術標準の整備 
２）電子行政システムを中立・公平に調達するためのガイドラインの整備 等 

 
（４）ソフトウェアの信頼性に関する海外有力機関との国際連携 

１）ＮＩＳＴ、ＩＥＳＥ、ＳＥＩ等の海外の代表的機関との情報交換、国際連携 
２）ＳＥＣで確立した手法等の国際標準化 

 
 
２．高度なセキュリティの確保と次世代を切り開く高度ＩＴ人材 
（重要業務実績評価指標（ＫＰＩ）） 
○若い突出したＩＴ人材の発掘において、特に秀でていると認定される者（スーパークリエ

ータ）の割合を３０％以上とする。（２０１１年：２１％） 
○情報セキュリティ人材の能力整備基準（スキル指標）の企業での活用率を３０％以上と

する。（２０１０年：１９％、２０１１年：２０％（一般的なＩＴ人材の能力整備基準活用率）） 
○２０２０年までに情報処理安全確保支援士の登録を３万人超とすることに向けて、第三

期中期目標期間内に情報処理安全確保支援士の試験、登録、講習を開始し、着実に

実施するとともに、情報処理安全確保支援士の普及促進の観点から、情報処理安全確

保支援士が担う代表的な役割モデルの３種以上の構築、情報処理安全確保支援士制

度の企業認知度５０％以上の達成を実現する。（注） 
 
（注）情報処理安全確保支援士の評価指標における目標水準の考え方は、以下の通り。 
 ①役割モデル：ＩＴ企業、ユーザ企業、セキュリティオペレーションセンター（ＳＯＣ）／シーサート（ＣＳＩＲＴ）等といっ

た活躍現場の大まかな類型で、まずは検討することを想定し、目標水準を設定。 
 ②企業認知度：「ＩＴ人材白書２０１６」（ＩＰＡ調査）によれば、情報セキュリティ人材育成について、「継続的に実施

し、活躍できる場がある」と回答した企業は、１２．６％（下表 a）に止まっている。現時点で情報セ

キュリティ人材育成を「検討していない」企業に対しては、まずは情報セキュリティ対策の必要性の

理解や経営者層の意識改革を促す取組みを行うことが先決であるため、情報処理安全確保支援

士制度を定着させる最初のターゲットとしては、比較的問題意識が高い企業（下表 a+b+c：５１．
４％相当）をとって、確実に浸透させるという考え方に基づき「５０％以上」のＫＰＩを設定。 
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＜情報セキュリティ人材育成状況（IT 人材白書 2016 より）＞ 

 
a：継続的に実施し、活躍できる場がある 
b：育成計画に基づき着手している 
c：育成計画はあるが実施できていない 
d：検討していない 
          また、モニタリング指標として、以下を定める。 
           ・情報処理安全確保支援士登録者数 
           ・情報処理安全確保支援士制度を活用する意向のある企業の割合 
 なお、個々の事業がどの程度貢献したのか確認できる指標を、中期計画や年度計画に

おいて定めるとともに、それら事業の評価に際して活用する。 
 
（１）トップクラスの若手人材の発掘と育成 

１）未踏人材育成事業による若手エース人材の育成と発掘 
２）セキュリティキャンプ事業を通じた若手セキュリティ人材の発掘 

 
（２）融合ＩＴ人材と情報セキュリティ人材に関するスキル標準整備 

１）融合ＩＴ人材に関するフレームの整備 
２）情報セキュリティ人材に必要なスキル・タスクの分析と整備 

 
（３）情報処理技術者試験の活性化・効率化と収益改善 

１）経済社会情勢や技術的なニーズを踏まえた情報処理技術者試験の不断の見直し 
２）持続的な運営を可能とするための収益の改善 

 
（４）情報処理安全確保支援士に係る試験・登録・講習の実施等 

１）情報処理安全確保支援士に係る試験、登録、講習の実施体制の整備及び着実な実

施 
２）情報処理安全確保支援士制度の普及促進 
 

（５）その他 
１）スキル標準を統合した共通キャリア・スキルフレームワークについての民間を含めた

実施体制の構築 
２）産学連携事業の情報ハブについての民間を含めた実施体制の構築 

 
 

 

 N（総数） a（％） b（％） c（％） d（％） 

IT 企業 1,017 14.8 29.0 15.8 40.3 

ユーザ企業 771 9.7 10.4 20.4 59.5 

合計 1,788 12.6 21.0 17.8 48.6 
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Ⅲ．業務運営の効率化に関する事項 
１．勧告の方向性を踏まえた対応 

（１）各事業についてＩＰＡ実施の妥当性・出口戦略の不断の見直し 
  ①国の政策実施機関として、ＩＰＡが担う任務・役割分担を明確にした上で、その任

務・役割との関係を踏まえた業務の重点化や効率化を行う。 
②事業の実施に際しては、客観的に達成すべき内容や水準等を可能な限り具体的

かつ定量的に示しつつ、不断の見直しを行う。 
（２）運営費交付金の適正化 

事務及び事業の規模について抜本的見直しを行い、運営費交付金の予算規模を

適正化するとともに、執行管理体制を強化し、毎年度の運営費交付金債務残高の発

生要因を分析した上で、適正な計画的執行を行う。 
（３）戦略的な組織マネジメント・人材マネジメントの実施 
①事業選択や業務運営の効率化に客観的に分析した結果を反映させること等により

見直しの実効性を確保することや事業実施前の方針、運営方法等が有効かつ効

率的なものかどうか検証できる仕組みを新たに法人内に設けることにより、内部統

制の更なる充実・強化を図る。 
②ＩＰＡにおける専門性・特殊性の高い業務を継続していくために、新卒採用者の確

保に向けた採用活動を強化するとともに、中長期的な視点に立った人材の育成を

図る。 
 
２．引き続き取り組むべき事項 

（１）高度情報化社会の急速な進展に伴う諸課題への緊急対応 
今後、情報セキュリティ問題の複雑化や、情報システムの脆弱性に起因する問題

が顕在化し、機構の成果に対するニーズに応えつつ、第三期中期目標期間において

は、そうした諸問題に対して第二期までに培った経験・ノウハウをベースに、外部から

の専門家の雇用や、機構内においても、部門間の枠を超えた対応や、緊急時の機動

的な対応が可能となるよう、新たな諸問題に柔軟かつ迅速に対応出来る組織運営を

実施する。 
（２）機動的・効率的な組織及び業務の運営 
①ＰＤＣＡサイクルに基づく継続的な業務運営の見直しを行う。 
②部署間連携の強化など、サービスの質の向上・業務運営の効率化を促進するため、

機動的・効率的に組織を運営する。 
③業績評価制度の徹底、外部研修活用を積極的に行い、職員の能力向上を図る。 

（３）戦略的な情報発信の推進 
①ＩＴに係る情報収集・発信 

ⅰ）内外の産業動向・技術動向等を常に把握し、積極的な情報収集、情報発信を

行う。 
ⅱ）ＩＴに関する統計的調査・分析を実施する。 
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ⅲ）専門人材（ＰＭ等）についての情報を整備し利便性の高い情報提供を行う。 
②戦略的広報の実施 

ⅰ）事業成果について経済社会に対する効果や貢献に関し、調査を行い、その結

果について広く公開し、国民の理解を得るとともに、国民一般における認知度の

向上に努める。 
ⅱ）事業成果については、事業終了後早期に公開する。 
ⅲ）事業の成果発表会を開催するなど、積極的な成果普及に努める。 
ⅳ）ＩＰＡグローバルシンポジウム及びＩＰＡフォーラムにおいては、実施効果に関し

厳格な分析・評価を行った上で、情報発信及び成果普及の方法等の在り方につ

いて抜本的見直しを行う。 
 
③業務・システムの最適化 

「独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策」等の政府の方針を踏まえ、

「業務・システム最適化計画」に基づき、各業務における事務の電子化をより一層

推進し、顧客ニーズに応じた電子サービスの利便性の向上を図る。 
④先進的な内部統制への取り組み 

組織の効果的・効率的な運営管理に資するため、機構の透明性を確保するとと

もに、リスク管理、コンプライアンスの強化を図るなど内部統制の確立を図る。 
（４）業務経費等の効率化 

運営費交付金を充当して行う業務については、当該中期目標期間中、一般管理費

（人事院勧告を踏まえた給与改定分、退職手当を除く）について毎年度平均で３％以

上の効率化、業務費についても新規・拡充分を除き３％以上の効率化を行う。また、

給与水準については、国家公務員の給与構造改革等を踏まえて、役職員給与につ

いて、適切に見直しを実施する。さらに、給与水準の適正性について検証し、これを

維持する合理的理由がない場合には、給与水準の適正化に取り組むとともに、その

検証結果や取組状況を公表する。 
（５）調達の適正化 

一般競争入札の導入・範囲拡大等、適切な契約形態を通じ、業務運営の効率化を

図る。具体的には、随意契約については、法人が毎年度策定する「調達等合理化計

画」を着実に実施し、やむを得ない案件を除き、原則として一般競争入札等によるこ

ととし、その取り組み状況を公表する。契約が一般競争入札等による場合であっても、

特に企画競争、公募を行う場合には、競争性、透明性が確保される方法により実施

することとする。さらに、入札・契約の適正な実施について監事等による監査を受ける

ものとする。 
 
 
 
Ⅳ．財務内容の改善に関する事項 
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１．資産の健全化について 
（１）自己収入の増加を図る観点から、受益者が特定でき、受益者に応分の負担を求め

ることで事業目的が損なわれない業務については、適切な受益者負担を求めていく

こととする。 
（２）各事業横断的な取り組みとして、地方開催でのセミナー・イベントについては、ＩＰＡ

主催方式から、講師派遣方式に切り替えるものとし、相応の受益者負担を求める。 
（３）情報処理技術者試験については、受験手数料収入による財政基盤を確立し、円滑

な事業運営を図る。 
（４）決算・セグメント情報の公表の充実等、機構の財務内容等の一層の透明性を確保

する。 
（５）保有する資産について自主的な見直しが行われてきたところであるが、効率的な業

務運営が担保されるよう、不断の見直しを実施する。 
    また、ＩＰＡの資産の実態把握に基づき、法人が保有し続ける必要があるかを厳しく

検証し、支障のない限り、国への返納等を行う。 
 
２．地域事業出資業務（地域ソフトウェアセンター） 
地域ソフトウェアセンターの経営改善及び継続の見極め 

（１）地域ソフトウェアセンターについて、設立趣旨及び事業展開に留意しつつ、出資総

額に対する繰越欠損金の割合を可能な限り、当該中期目標期間中に減少させる。 
（２）第三期中期目標期間において黒字化への転換が見込めないセンターで、かつ、一

定の基準に該当するものは、他の出資者等との連携の下に、当該期間内に解散に

向けた取組を促すものとし、解散分配金を速やかに国庫納付するものとする。 
 
３．金融業務（債務保証業務）の適切な管理 

①債権の適切な管理等必要な業務の継続実施。 
 
 

Ⅴ．その他事業運営に関する事項  

管理業務の合理化を図り、管理業務に関わる支出額（人件費）の総事業費に対す

る割合を抑制するものとする。 
 
 


